
　建築物を新築・増築する際には、こ

れまで「附置義務条例」に基づき、駐

車場の設置が義務付けられています。

　しかし、近年の人口減少や自動車の

保有台数の伸びが鈍化する中、歩行者

を中心とした都市空間へと再構築する

流れ（ウォーカブルなまちづくり）か

ら駐車場のあり方にも変化が求められ

ています。

　そこで、本市においても、国の「ま

ちづくりと連携した駐車場施策ガイド

ライン」に示された考え方に基づき、

大宮駅周辺地域の交通課題や今後進展

するまちづくりに伴う懸念事項の解決

に向けて、駐車場地域ルールを策定す

ることとなりました。

　次項では大宮駅周辺での駐車場地域

ルールの概要をご紹介します。

　紅葉の候、ますますご健勝のこととお喜び申し上げます。

　本市では、GCS構想の実現に向けた取組みの１つである「大宮駅周辺地域都市再生駐車施設配置

計画（通称：駐車場地域ルール）」を今年８月に作成しました。この度９月議会において、「さいた

ま市建築物駐車施設の附置等に関する条例（通称：附置義務条例）」の改正が承認されたことから、

来年５月より、駐車場地域ルールの内容に即して駐車施設を附置することとなります。

　そこで本号では、駐車場地域ルールの概要についてご報告いたします。

　引き続き、GCS構想の実現に向けて検討を進めてまいりますので、今後とも皆様のご協力をお願

いいたします。

１ なぜ駐車場地域ルールが必要なのか？
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・大宮駅周辺は交通負荷が大きく、慢性的な渋滞が発生

・ 駐車場の出入り待ちや道路上での荷さばき車両等が散見

・ 抜本的対策である道路整備には長期間を要する

駐車場地域ルールにより、“ウォーカブルなまち”の形成を目指す
・建築物単体ではなく、地域全体で駐車場の位置や規模をコントロール

・ターミナル街区への交通流入を抑制し歩行者にやさしい空間に

・交通需要マネジメントによるソフト施策で混雑緩和に取り組む

道路混雑悪化、交通処理に起因する開発制約、
車両アクセス性低下、歩行環境悪化、駐車場の余剰

道路混雑緩和、開発に伴う交通処理円滑化、歩車共存、
ウォーカブルなまち、駐車場の適正な需給バランス

・駅直近に駐車場が集中し交通処理が困難

・地域全体で駐車場が供給過多になる恐れ

・歩行者優先空間へ車両が侵入し歩行者の安全性低下

・駐車場出入口乱立による街並みの不連続

主な交通課題

まちづくりの進展に伴う懸念事項

BAD GOOD

集約駐車施設
 →周辺の駐車需要の
　受け入れ

集約駐車施設
 →周辺の駐車需要の
　受け入れ

駐車場の余剰により土地利用が空洞化
荷捌き車両と歩行者の錯綜など

新規開発の受入れ駐車施設
や備蓄倉庫などとして活用

新たな駐車場の
建設削減に

・附置義務台数の低減
・駐車場の配置を柔軟化

新規開発新規開発 新規開発新規開発

駐車施設の隔地による確保
 →ウォーカブルに寄与
駐車施設の隔地による確保
 →ウォーカブルに寄与



■計画の対象となる建物
　計画区域内で新築・増築または用途を変更する建築物

■計画の適用が可能な建物
　計画区域内で附置義務条例施行後に建てられた既存建築物

　※増築又は用途の変更を行わない建築物も含みます。
　※既存建築物は、ルール適用によって余剰となった駐車施設を隔地受け入れに活用することができます。

■対象建築物規模

整備基準②：附置義務条例と同等の基準
　　　　　　（地域貢献は求めない）

2 大宮駅周辺地域駐車場地域ルールの概要

②２次元コードを読み取り▶大宮␣GCS①キーワードで検索▶

【会議資料の閲覧について】
GCS関連の各会議の資料や主なご意見は、市ホームページに掲載しています。

以下の２つの方法からアクセスできますので、ぜひご覧ください。

※その他、ＧＣＳ構想に関するご質問・ご意見等、随時受付けておりますので、下記までご連絡ください。

［TEL］048-646-3281・3282　［FAX］048-646-3292　[ 住所 ] さいたま市大宮区吉敷町 1丁目 124 番 1　大宮区役所 6階
連絡先：さいたま市　都市局　都心整備部　東日本交流拠点整備課 

配置計画附置義務条例

配置計画に
基づく台数

附置義務
条例に

基づく台数

地域貢献

●基本方針
駅周辺への
交通流入を抑制

●計画区域及び対象

●整備基準（整備基準①または整備基準②を選択する）

●地域貢献

整備基準①：地域貢献が必要となる配置計画による基準

・商　業　250 ㎡／台

・業　務　400 ㎡／台

・その他　450 ㎡／台

　　　　地域貢献
A）地域貢献メニューの実施

B）地域貢献協力金

・商業／業務　200 ㎡／台

・その他 　　  450 ㎡／台

整備基準①を選択した場合は、附置義務条例を基準として低減された台数に応じて地域貢献が必要となります。

まちづくりと一体的な
駐車場施設の整備を誘導

歩行者優先の
ウォーカブルな環境整備

需要に見合った駐車施設の規模を

検討し、駅周辺への交通流入を抑制

駅周辺の外側へ駐車施設を誘導し、

歩行者に安心で快適な空間を提供

まちづくりの動向に合わせて、区域全体で

駐車施設の位置と規模を適正化

＋

１ ２ ３

※A）と B）を組み合わせた提案も可能です。

計画区域（46ha）
ターミナル街区

A）地域貢献メニューの実施
⇒EV 充電施設整備、共同集配システムの導入、シェアサイクルの導入等

B）地域貢献協力金
⇒駐車場ルールの運用や地域のまちづくり課題解決のための施策実施に利用

地域貢献の内容

●今後の予定・相談窓口

＊１：特定用途：事務所、飲食店、ホテル等　＊２：非特定用途：特定用途以外の用途に供するもの

・特定用途＊１についての床面積＞1,500 ㎡
・非特定用途＊２についての床面積＞2,000 ㎡
・特定用途＊１部分の床面積 + 非特定用途＊２部分の床面積 ×3/4＞1,500 ㎡

・特定用途＊１についての床面積＞2,000 ㎡かつ敷地面積≧1,000 ㎡

・特定用途＊１についての床面積＞1,500 ㎡

自動車

荷さばき
自動二輪車

・令和５年 10 月末：附置義務条例告示

・令和６年   ５月～：駐車場地域ルール
　　　　　　　　     運用開始

　駐車場地域ルール運用開始までのスケジュールは右に示す通りです。

　また、駐車場地域ルールに関するご質問等は、「東日本交流拠点整備課」

でお伺いしますので、下記連絡先までお気軽にお問合せください。

《今後の予定》

《対象》計画区域


